
負債の部資産の部
391,452,586【流動負債】795,256,259【流動資産】 】【【 】
165,125,096　工事未払金13,712,971　現金預金
2,191,428　未払金72,772,500　受取手形
20,191,919　未払費用7,585,600　電子記録債権

168,000　未払法人税等92,891,990　完成工事未収入金
202,200,176　未成工事受入金212,266,721　未成工事支出金
1,127,707　預り金496,920　前払費用
448,260　その他825,396　前渡金

391,452,586負債合計10,267,280　未収入金
資本の部382,614,359　短期貸付金

409,669,560【株主資本】298,740　立替金 】【
20,000,000　  資本金1,523,782　仮払金
389,669,560　（利益剰余金）5,865,887【固定資産】 ）（【 】
389,669,560　　　繰越利益剰余金1,425,063（有形固定資産） （ ）
409,669,560純資産　合計4,606,055　車輛運搬具

4,837,170　工具器具備品
△8,018,162　減価償却累計額

292,584（無形固定資産） （ ）
292,584　電話権利

4,148,240（投資その他の資産） （ ）
500,000　出資金
157,000　敷金等

3,491,240　その他投資等
801,122,146負債・純資産　合計801,122,146資産合計

科     目 金     額 科     目 金     額

貸借対照表
道央舗道株式会社 (単位：円) 令和04年03月31日  現在



１．重要な会計方針
 (1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　未成工事支出金
　　　　個別法による原価法
　　　材料・貯蔵品、製品
　　　　移動平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
 (2)固定資産の減価償却方法
　　　有形固定資産
　　　　定額法
　　　　　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっている。
　　　無形固定資産
　　　　定額法
　　　リース資産
　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用
　　　年数として、残存価額を零とする定額法を採用している。
 (3)引当金の計上基準
　　　貸倒引当金
　　　　金銭債権等の貸倒による損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
　　　債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。
　　　賞与引当金
　　　　従業員に対する賞与支給に備えて、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計
　　　上している。
　　　完成工事補償引当金
　　　　完成工事に関するかし担保及びアフターサービス等の支出に備えて、過去の実績を基礎と
　　　した見積補償額に基づいて計上している。
 (4)収益及び費用の計上基準
　　　完成工事高及び完成工事原価の計上基準
　　　　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行
　　　基準(工事の進捗度の見積りは原価比例法)を適用し、その他の工事については工事完成基準
　　　を適用している。
 (5)消費税等の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

個別注記表
自 令和03年04月01日
至 令和04年03月31日

道央舗道株式会社


